













































































































































































































































































































































































































































































































































































1 % →20～22 %，石炭火力30 % →26 %，LNG 火力
43 % → 27 %，石油火力 15 % → 3 %（火力発電








21.5 %，バイオマス18.0 %，地熱4.2 %（含誤差）であ
り，太陽光が6割近くとなっている。政府の基本計画
では，2030年時点の再生可能エネルギー比率26 % の




















































































































































































































































































































































































































業用が出力2358万 kW，家庭用が865万 kW に達し




































































































23.1 円 57.75 円
風力
調達価格











20 年間 20 年間
15,000kW以上 15,000kW未満
27.3 円 42 円
地熱
調達価格





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































減価償却費 500,000 減価償却累計額 500,000










資産除去負債 3,000,000 現金 3,000,000
（資産除去債務清算損益）
＊上記仕訳例では，支払金額と資産除去負債額とが同額であ
るが，支出金額が過少であれば資産除去債務清算益，過大で
あれば資産除去債務清算損が発生する。
40
である。そのために有効な会計的アプローチによる解
決を図っていきたい。
注
1）地球温暖化の原因物質の呼び方としては，「温室効果ガス」
「温暖化ガス」「GHG」〔いずれも，二酸化炭素（CO2），メタ
ン（CH4），一酸化二窒素（N2O），ハイドロフルオロカーボ
ン（HFCs），パーフルオロカーボン（PFCs），六ふっ化硫黄
（CF6）の6物質を対象とする〕，または代表物質である
「CO2」と簡便的に表すことがあるが，以降本稿では「GHG」
と書き表すこととする。
2）ただし離脱が可能になるのは2016年11月の発効から4年後の
2020年11月となる。米国が離脱を表明しても効力を保つが，
世界第2位の排出国である米国が抜けることで，国際協調を
前提とする協定の実効性が揺らぐ可能性がある。オバマ大統
領は途上国の温暖化対策に対する資金支援を国際公約に掲
げ，国連が設けた基金全体のほぼ3割に相当する総額30億ド
ルの拠出を表明した。しかしトランプ政権はこれを打ち切る
方針であり，資金支援が減少すれば途上国の対策が滞る懸念
がある。しかしその後，米国内で離脱回避を模索する動きが
ある。
3）サンシャイン計画は，1973年の第1次オイルショックを契機
に，エネルギー問題とそれに付随する環境問題の抜本的な解
決を目指して，1974年に工業技術院によって計画された。
1993年からはムーンライト計画（地球環境技術開発計画）と
地球環境技術開発計画を統合したニューサンシャイン計画が
行われ，環境保全，経済成長，エネルギー需給安定対策のた
めの新エネルギー，省エネルギー技術，環境対策技術推進が
計画された。サンライズ計画は東日本大震災後，2011年5月
20日に菅直人総理大臣が打ち出したエネルギー政策である。
4）CIS太陽電池は，主成分に銅（Copper），インジウム（Indi-
um），セレン（Selenium）を使用している。
5）カドミウムとテルルから成る結晶性の無機化合物である。
太陽電池や赤外光学窓の材料として用いられる。
6）課税対象は，石油，石炭，ガス（LNG/LPG）で，これまで
の石油石炭税に加えて環境税として2012年，2014年，2016年
の3段階で課税された。最終的に各エネルギーが289円 /CO2t
となるように課税された。
7）制度的問題，環境的問題が多く残り，これまでのところ強
制力のある排出量取引は，東京都（2010年度～2014年度），
埼玉県（2011年度～2014年度）といった行政単位でしか実施
されていない。
8）耐用年数省令別表第2「31電気業用設備」の「その他の設
備」の「主として金属製のもの」は17年，同別表第2「23輸
送用機械器具製造業用設備」は9年である。
9）EVA はエチレン酢酸ビニル共重合樹脂で太陽電池の性能を
左右する。
10）ケイ素を主体とする非晶質半導体である。結晶シリコンと
比較してエネルギーギャップが大きく吸光係数が高く製膜が
容易という特徴を持ち，太陽電池や薄膜トランジスタなどに
応用される。
11）廃棄物の処理及び清掃に関する法律では，次に掲げるもの
を産業廃棄物という。1．事業活動に伴って生じた廃棄物の
うち，燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃アルカリ，廃プラス
チック類その他政令で定める廃棄物。2．輸入された廃棄物
（船舶及び航空機の航行に伴い生ずる廃棄物（政令で定める
ものに限る）並びに本邦に入国する者が携帯する廃棄物（政
令で定めるものに限る）。
12）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部［2013］『廃棄
物情報の提供に関するガイドライン―WDSガイドライン―
（WasteDataSheetガイドライン）（第2版）』
13）出典：国土交通省建設リサイクル法質疑応答集 http ://
www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/recyclehou/qan-
da/（2017年9月10日）
14）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイク
ル推進室［2016］50頁
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